インターネット選挙運動　Ｑ＆Ａ

Ｑ１　平成25年４月19日に改正法が成立しましたが、いつから施行され、どの選挙から適用されますか？
Ａ１　本改正法は、公布の日の４月26日から起算して１月を経過した５月26日から施行され、施行日以降初めて公示される国政選挙（衆議院議員の総選挙または参議院議員の通常選挙）の公示の日以後に、その期日を公示または告示される国政選挙および地方選挙について適用されます。

Ｑ２　インターネット選挙運動において、具体的にどのような手段を利用することができますか？

Ａ２　すべての人（未成年者など、選挙運動を禁じられた人以外）は、選挙運動において「インターネットなどを利用する方法」のうち、「ウェエブサイトを利用する方法」（電子メールを利用する方法以外の方法）を利用することができます。

具体的には、①ホームページ　②ブログ・掲示版　③TwitterやFacebookなどのソーシャルネットワーキングサービス（以下、ＳＮＳ）　④動画共有サービス（YouTube、ニコニコ動画など）　⑤動画中継サイト（Ustream、ニコニコ動画の生放送など）が利用できることになります。

　　電子メールを利用する方法とは、その全部または一部にシンプル・メール・トランスファー・プロトコルが用いられる通信方法（ＳＭＴＰ方式）と、電話番号を送受信のために用いて情報を伝達する通信方式（電話番号方式）の２つです。選挙運動用電子メールの送信主体は、候補者や政党などに限られます。

Ｑ３　ウェブサイトなどを利用する方法により選挙運動用の文書図画を頒布する場合、表示義務はありますか？　ある場合は、表示内容も教えてください。

Ａ３　文書図画を頒布する者は、その頒布する文書図画に電子メールアドレスなど、電子メールアドレスその他のインターネットなどを利用する方法によりその者に連絡をする際に必要となる情報を表示しなければなりません。

　　具体例としては、電子メールアドレスのほか、返信用フォームのＵＲＬ、Twitterのユーザー名などが挙げられます。

　　これらの情報を表示させることにより、記載内容に責任を持たせ、反論などの場合の連絡先を明らかにすることで、誹謗中傷やなりすましを抑制しようという趣旨です。

Ｑ４　ウェブサイトなどを利用して頒布する文書図画への表示義務ですが、電子メールアドレスなどをどこに表示すれば義務を果たしたことになりますか？　　また、掲示版やTwitter、Facebookなどの場合は、どのように表示すればいいのでしょうか？

Ａ４　ウェブサイト（ホームページ）の場合は、トップページに電子メールアドレスなどを分かりやすく表示するのが原則です。ただし、トップページに戻れないページの場合は、そのページ内に表示する必要があります。

　　掲示版の場合は、一つ一つの書き込みに、電子メールアドレスなどの連絡先を表示させます。IDやハンドルネームなどそれだけでは本人に連絡を取ることができない情報のみの表示では、表示義務を果たしているとは認められません。　ただし、IDやハンドルネームなどをクリックすると、その人に電子メールを送れる場合などは、表示義務を果たしていると考えられます。

　　TwitterやFacebookの場合は、投稿すると自動的に投稿者のユーザー名が表示され、かつユーザー名を使って連絡することができるので、投稿文面に電子メールアドレスなどを表示させずとも、表示義務を果たしていると考えられます。

Ｑ５　候補者や政党などのウェブサイトが本物かどうかは、どのように確認すればいいのでしょうか？

Ａ５　候補者や政党などは、立候補届出の際に、選挙運動用のウェブサイト（各自１サイトに限る）のＵＲＬを届け出ることができます。

　　各選挙管理委員会などに届出のあったＵＲＬは告示され、報道機関などに提供されます。さらにその一覧が、選挙管理委員会などのウェブサイトに掲載されます。

Ｑ６　選挙期日の当日にウェブサイトを更新したり、掲載している文書図画を削除せず残したりすることはできるのですか？

Ａ６　選挙運動ができるのは選挙の公示・告示の日から選挙期日の前日までとされています。したがって、選挙期日の当日の文書図画の頒布は、従来通り、禁止されています。選挙運動用ウェブサイトの更新や電子メールの送信は行うことができません。

　　ただし、選挙期日の当日に、選挙運動用のウェブサイトを削除せずそのまま残しておくことはできます。

Ｑ７　その他には、どのようなことが改正されたのでしょうか？

Ａ７　有料インターネット広告については、政党などの選挙運動用ウェブサイトに直接リンクする政治活動用広告を政党などにのみ認めることとされました。

　　また、なりすましや誹謗中傷への対策として、①氏名等の虚偽表示罪の対象に、インターネットなどを利用する方法が追加されるとともに、②選挙運動用文書図画などについてのプロバイダ責任制限法の特例が追加されました。あわせて、インターネットなどを利用した選挙期日後の挨拶行為の解禁、屋内の演説会場内における映写などの解禁、インターネットなどの適正な利用についての努力義務の追加、電子メールおよび有料インターネット広告に関する検討規定の追加などの改正が行われています。

